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第１章  序論 
 
近年、日本のがん死亡率は増加し、1981 年以降脳卒中と入れかわり死亡原因の第 1 位と
なっている。日本におけるがん死亡数の増加の主な原因は、人口構成の高齢化、高齢者人
口の増加であると言われており、今後もますます増加すると考えられる。また、がんの中
でも特に乳がんや前立腺がんなどの生体表面のがんが増加傾向にあることから、生体表面
のがんの定量的な診断が求められている。しかし、現在、乳がん検査として用いられるマ
ンモグラフィ検査は、X線を用いるためX 線による被ばくなど安全面で問題が懸念される。
また、得られる画像の読影が難しく正確な読影は医師や検査技師の経験に頼る部分が大き
いため、誤って診断されるケースも多い。そのため、安全かつ定量的ながんの診断法を確
立するために数々の研究がなされており、なかでも、正常な組織に比べてがん組織が硬い
という特徴を利用した組織粘弾性計測が近年注目を浴びている。 
生体軟組織などの比較的柔らかい物体の表面から周波数 1 kHz 程度までの低周波振動を加
えると、その放射エネルギーの大部分は生体中を横波として伝搬し、その伝搬速度や減衰
係数は、ずり粘弾性係数などのずり粘弾性パラメータと関連があることが知られている。
また、生体組織のずり粘弾性特性は、組織を触ったときの硬さや触感と密接に関係してい
る。そのため、生体組織について低周波振動の伝搬速度や減衰などが測定できれば、画像
などの視覚的な判断のみに頼ることなく、疾病の進行度の定量的な評価や早期発見が期待
でき、これらは組織の特性化のために有用である。しかし、生体組織の機械的構造は非常
に複雑であり、組織境界等で反射や屈折が生じるため、これが時として測定精度に影響を
与えてしまい、肝臓などの比較的一様な組織でしか伝搬速度を精度良く測定できないのが
現状であるといえる。また、散乱体がサンプルボリューム内で３次元的に変化しているこ
とも変位推定に誤差を生じさせる要因となっており重大な課題となっている。 
そのため、非一様かつ複雑な境界面をもつ組織においても、精度良く組織内部の粘弾性
率を測定できるシステム、鮮明な映像化が求められている。 
そこで、本論文では、生体内ずり弾性波の計測の手法として、局所伝播速度による適応
的変位推定法を提案した。また計測用ハードウェアを作成し、寒天実験により提案手法の
評価行った。 
 
 
本論文の構成は以下のようになっている。 
第２章では、研究目的について示す。 
第３章では、組織内伝播速度計測の基本原理について示す。 
第４章では、ハードウェアの構成について示す。 
第５章では、寒天ファントムを用いた実験による提案手法の評価について示す。 
第６章では、結論と今後の課題について示す。 
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２章  研究目的 
 
本章では、生体軟組織内部における低周波振動の伝搬について示す。さらにずり弾性波
計測により期待される臨床意義について示す。 
 
２－１ 生体軟組織内部における低周波振動の伝搬 
 
生体組織の粘弾性パラメータと低周波振動の伝搬速度および減衰の関係について以下に
示す。 
外部から媒質に振動を与えると、その振動は一般に縦波・横波として伝搬するが、生体
のような粘弾性媒質中では、Hooke の法則が成り立つ Voigt モデルと仮定することによりこ
の縦波・横波の伝搬速度および減衰係数は次式で与えられる。[Ref.1] 
 
① 縦波 
伝搬速度 ： [ ]Re
v
lv g
ω
=    （2-1-1） 
減衰係数 ： Im[ ]l gα = −    （2-1-2） 
ただし、 ( )
1
2 2
2
vg ρω
µ λ
  
=  
+  
  （2-1-3） 
 
② 横波 
伝搬速度 ： [ ]Re
v
tv h
ω
=    （2-1-4） 
減衰係数 ： Im[ ]t hα = −    （2-1-5） 
ただし、
1
2 2
vh ρω
µ
 
=  
 
   （2-1-6） 
 
 1 2vjµ µ ω µ= +     1 2vjλ λ ω λ= +    
 1µ ：ずれ弾性係数 1λ ：体積弾性係数 
 2µ ：ずれ粘性係数 2λ ：体積粘性係数 
 ρ ：密度 
 vω ：振動角周波数 
 Re[]、 Im[]：[]内の複素数の実数部、虚数部 
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また、生体表面近くにはこれら縦波や横波の他に表面波が存在するが、この伝搬速度はほ
ぼ横波の伝搬速度に等しいことが知られている。上記の波動の中で、縦波は圧縮性の波で
あり、媒質を圧縮することにより伝搬する。一方、横波は非圧縮性の波であり、媒質を等
体積のまま、横方向に変形させながら伝搬していくため、ずり波とも呼ばれている。ここ
で、周波数が 1 kHz 程度以下の低周波振動であると、外部から与えた振動のエネルギーは、
そのほとんどが横波に変換されると考えられている。[Ref.2] 
 
ここで、（2-1-4）式、（2-1-5）式で与えられる横波の伝搬速度と減衰係数をずり粘弾性パラ
メータを用いて書くと、 
 
 
( )
( )
2 2 2
1 2
2 2 2
1 1 2
2 v
t
v
v
µ ω µ
ρ µ µ ω µ
+
=
+ +
  （2-1-7） 
 
 
( )
( )
2 2 2 2
1 2 1
2 2 2
1 22
v v
t
v
ρω µ ω µ µ
α
µ ω µ
+ −
=
+
  （2-1-8） 
 
となる。 
したがって、もし、媒質の弾性が粘性にまさり、 1 2vµ ω µ>> の関係が成り立つときには、 
 
 
1
1tv
µ
ρ
≅     （2-1-9） 
 1 0tα ≅      （2-1-10） 
 
となり、伝搬速度は、単にずれ弾性係数と媒質の密度のみの関数となる。このとき、 1µ が
大きいということは、媒質が硬いということであり、硬い媒質ほど伝搬速度は速くなる。 
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一方、媒質の粘性が弾性にまさり、 1 2vµ ω µ<< の関係が成り立つときには、 
 
2
2
2 v
tv
ω µ
ρ
≅   （2-1-11） 
 2
22
v
t
ρω
α
µ
≅   （2-1-12） 
となり、 2tv 、 2tα ともずれ粘性係数と密度の関数になり、この場合 2tv 、 2tα の周波数依存
性（分散性）が現れてくる。 
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２－２ 研究目標 
 
(1)測定対象と計測目標 
 
日本の部位別がん死亡率を Fig.2-2-1 に示す。Fig.2-2-1 より、近年、女性では乳がん、男
性では前立腺がんによる死亡率が増加しており、この事から、体表近くのがんが増加傾向
にあることが分かる。したがって、本研究では、体表近くの組織、特に乳腺および前立腺
を測定対象とする。 
 
また、乳がん治療後の生存率を Fig.2-2-2 に示す。Fig.2-2-2 より、しこりの大きさが 20 mm
以下で発見、治療できれば 5 年後の生存率が 88.0%と非常に高い値を示していることが分か
る。したがって、計測目標としては、複雑な生体組織において、がんの定量的な診断およ
び早期発見をめざし、組織内で反射や屈折などが生じ複数の伝搬波が存在する状況下にお
いても、 
① ずり弾性波の伝搬速度の推定誤差 10%以下。 
② 伝搬速度推定における超音波ビーム方向およびビームと直交する方向の分解能 10 mm 
以下とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        Fig.2-2-1 部位別がん死亡率 
前立腺 
乳房 
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    Fig.2-2-2 乳がん治療後の生存率 
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第３章  従来法による組織内振動伝播計測の基本原理 
 
本章では、３－１で超音波パルスドプラ法による組織内振動伝搬計測の基本原理につい
て示す。さらに 
３－２ RF 相関による微小変位計測の基本原理 
３－３ 波数ベクトルによる伝播速度推定法の基本原理 
３－４ 信号処理方法 
を示す。 
 
３－１ 超音波パルスドプラ法による組織内振動伝搬計測の基本原理 
 
組織内振動伝搬計測は、組織表面から振動を印加することで組織内に振動を励起させ、
内部を伝搬する振動を超音波で計測するものである。これは、組織内部を多数の超音波散
乱体と考えると、組織内部に超音波を送波し、超音波散乱体から反射してくる超音波がド
ップラー効果によって周波数変調を受けていることに着目したものである。したがって、
超音波散乱体から反射した超音波を直交検波することで得られるドップラー信号から組織
内部を伝搬する振動を推定することができる。 
今、Fig.3-1-1 に示すような超音波トランスデューサに遠ざかる方向に周波数 vf 、速度 ( )v t で
振動する超音波散乱体に対して超音波パルスを送波する場合を考える。 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-1-1 計測モデル 
 
散乱体の運動 ξ(t)は次式で表すことができる。 
 
0( ) cos(2 )vt f tξ ξ pi ϕ= −                      （3-１-1） 
ただし 
0ξ ：振動振幅 
ϕ ：初期位相 
 
 この時、超音波散乱体に反射した超音波の周波数 f は 
0f  ( )v t  
vf  
超音波 
トランスデューサ 
超音波散乱体 
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( )
0
c v tf f
c
−
=                          (3-1-2) 
 
0f ：超音波の中心周波数 
c：音速 
 
この反射波が超音波トランスデューサで受信される時の周波数 'f は 
 
 ' ( )
cf f
c v t
=
+
                         (3-1-3) 
 
(3-1-2),(3-1-3)式より 
( )
( ) ( )
( )0 0
c v t c v tcf f f
c v t c c v t
− −
′ = × =
+ +
              (3-1-4) 
 
したがって、反射超音波のドプラ周波数シフト f∆ は 
( )
( )
( )
( )0 0 0 0
2c v t v tf f f f f f
c v t c v t
− −
′∆ = − = − =
+ +
            (3-1-5) 
 
となる。 
超音波ドプラ法で組織内の速度を観測する場合、組織内での音速は約 1500m/sec であり、
それと比較して観測しようとする組織内の速度は 1~十数 m/sec と微小であるので、
( )c v t となり、(3-1-5)式は次式のように近似することができる。 
( )
0
2v tf f
c
∆ −                          (3-1-6) 
 
 
 
 
 
 
この時、超音波の位相変化 φ∆ は 
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( )
( )0
0
2
4
4 ( )
f dt
f
v t dt
c
f
t
c
φ pi
pi
pi ξ
∆ = ∆
= −
= −
∫
∫                     (3-1-7) 
 
となるので、この散乱体からの受信信号（RF 信号） ( , )y t τ は 
 
0
0
0
0
( , ) ( , ) sin(2 ')
4( , )sin(2 ( ) ')
( )( , ) sin{2 ( 2 ) '}
u
u
u
y t A t f k z
fA t f t k z
c
tA t f k z
c
τ τ pi τ φ
pi
τ pi τ ξ
ξ
τ pi τ
= + ∆ −
= − −
= − −
          (3-1-8) 
 
ただし 
 ( , )A t τ ：振幅 
 uk  ：超音波パルスの波数 
 'z  ：トランスデューサー、散乱体間の往復距離 
 
となる。よって超音波パルス間で微小変位 ( )tξ ∆ による位相ずれが生じる 
 
 
 
 
                                 －: ( , )y t τ  
                                                              τ   －: ( , )y t t τ+ ∆  
 
 
 
 
 
Fig.3-1-2 RF 信号の微小変位による位相ずれ 
 
 
次に RF 信号に、位相が互いに 90 度異なる超音波周波数成分を畳み込み積分し低域通過フ
 10
ィルターをかけ、QI 信号を得る。 
 
(ⅰ)I 信号 
 RF 信号にキャリア信号を乗算すると 
0 0
0 0
0
2 ( )
'( , ) ( , ) sin{2 ( ) '}sin(2 )
4 ( ) 4 ( )( , ) {cos(4 ') cos( ')}
2
u
u u
tI t A t f k z f
c
f t f tA t f k z k z
c c
ξ
τ τ pi τ pi τ
pi ξ pi ξτ
pi τ
= − −
= − − − − − −
   (3-1-9) 
 
となる。ここで 02ω 付近の信号を低域通過フィルターで除くと、 
 
04 ( )( , )( , ) cos( ')}
2 u
f tA tI t k z
c
pi ξτ
τ = − −                      (3-1-10) 
 
となり I 信号を得る。 
 
（ⅱ）Q 信号 
 （ⅰ）と 90 度異なるキャリア信号を乗算すると 
 
 
0 0
0 0
0
2 ( )
'( , ) ( , ) sin{2 ( ) '}cos(2 )
4 ( ) 4 ( )( , ){sin(4 ') sin( ')}
2
u
u u
tQ t A t f k z f
c
f t f tA t f k z k z
c c
ξ
τ τ pi τ pi τ
pi ξ pi ξτ
pi τ
= − −
= − − + − −
     (3-1-11) 
 
となる。（ⅰ）と同様に低域通過フィルターを用いると 
 
04 ( )( , )( , ) sin{ '}
2 u
f tA tQ t k z
c
pi ξτ
τ = − −                   (3-1-12) 
 
となり Q 信号を得る。 
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３－２ RF 相関による微小変位計測の基本原理 
 
 ずり弾性波により散乱体を振動させると、(3-1-8)より、送波パルスごとの RF 信号にわず
かな位相差が生じる。この位相差は散乱体の移動量を表したものである。よってパルス間
の RF 信号で相関をとり、位相差を計測することで散乱体の移動量を推定する。 
 
（１） RF 相関による微小変位計測 
 
いま、基本となる超音波パルス i 番目の時間を it 、次のパルスの時間を 1it + とし、深さ lz  か
らの RF 信号を次式のように表す。((3-1-8)式より) 
 
0
0
( , )( , ) ( , )sin{2 ( 2 ) 2 }
( , ) sin{2 ( , )}
i l
i l i l l u l
i l l i l
t zy t A t f k z
c
A t f C t z
ξ
τ τ pi τ
τ pi τ
= − −
= −
         (3-2-1) 
1
1 1 0
1 0 1
( , )( , ) ( , ) sin{2 ( 2 ) 2 }
( , ) sin{2 ( , )}
i l
i l i l l u l
i l l i l
t zy t A t f k z
c
A t f C t z
ξ
τ τ pi τ
τ pi τ
+
+ +
+ +
= − −
= −
           (3-2-2) 
 
ただし 
 
2 l
l
z
c
τ =                             (3-2-3) 
 0
( , )( , ) 4 2 u
t zC t z f k z
c
ξ
pi= +                     (3-2-4) 
とおく。 
 
1( , )iy t τ+ をある時間 shiftτ 分位相をずらした 1( , )i shifty t τ τ+ + と ( , )iy t τ 間の二乗誤差
2 ( , , )i shift le t τ τ を求めると 
/ 2
2 2
1
/ 2
/ 2
0
/ 2
2
1 0 1
( , , ) { ( , ) ( , )}
[ ( , ) exp{ (2 ( , ))}
( , ) exp{ {2 ( ) ( , )}}]
l
l
l
l
nT
i shift l i i shift
nT
nT
i i l
nT
i shift shift i l
e t y t y t d
A t j f C t z
A t j f C t z d
τ
τ
τ
τ
τ τ τ τ τ τ
τ pi τ
τ τ pi τ τ τ
+
+
−
+
−
+ +
= − +
= −
− + + −
∫
∫      (3-2-5) 
となる。 
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ただし 
2 2shift
N N
τ τ τ− ∆ ≤ ≤ ∆  
N ：RF 信号の移動点数 
τ∆ ：超音波時間分解能 
T ：超音波周期 
n ：任意の相関長さ 
 
                                 －: ( , )iy t τ  
                                                              －: 1( , )iy t τ+  
                                ---: 1( , )i shifty t τ τ+ +  
Fig.3-2-1 i 番目の RF 信号とシフトさせた 1i + 番目の RF 信号 
 
さらに
2 ( , , )i shift le t τ τ を正規化すると 
 
2
2
/ 2
2
/ 2
( , , )( , , )
( , )
l
l
i shift l
normal i shift l nT
i
nT
e t
e t
y t d
τ
τ
τ τ
τ τ
τ τ
+
−
=
∫
               (3-2-6) 
 
となる。 
また、ある時間差 'τ に対し、 1( , ) ( , ')i iy t y tτ τ τ+= + が成り立つ場合、二乗誤差
2 ( , , )normal i shift le t τ τ は shiftτ の 二 次 式 で 表 さ れ る 。 パ ル ス 間 の RF 信 号 は
1( , ) ( , ')i iy t y tτ τ τ+≈ + となるため、 2 ( , , )normal i shift le t τ τ は次式で表される。 
 
2 2
, , ,
( , , )normal i shift l i l shift i l shift i le t a b cτ τ τ τ≈ + +               (3-2-7) 
 
 
 
τ  
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ただし 
, , ,
, ,i l i l i la b c ：定数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-2-2 RF 信号の二乗誤差 
 
 (3-2-7)式の解
,
'
i lt τ
τ は i 番目と 1i + 番目の RF 信号の位相差に相当する。よって(3-2-7)式
を解くことで得られる。 
(3-2-7)式を二階微分すると 
 
2
, ,2
( , , )
2i shift l i l shift i l
shift
e t
a b
τ τ
τ
τ
∂
= +
∂
                 (3-2-8) 
 
となり、解
,
'
i lt τ
τ は 
 
, , ,
,
,
,
2 ' 0
'
2
i l
i l
i l t i l
i l
t
i l
a b
b
a
τ
τ
τ
τ
+ =
= −
                                             (3-2-9) 
 
と表される。 
 
 
 
 
2
N
τ− ∆  
shiftτ  
,
'
i lt τ
τ  
2( , , )
normal i shift le t τ τ  
2
N
τ∆  
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ここで ( , )i ly t τ と 1( , )i ly t τ+ の位相差は(3-2-1)、(3-2-2)式より 
 
1 1
1 0 1 0sin { ( , )} sin { ( , )} {2 , ( , )} {2 , ( , )}i l i l l i l l i ly t y t f C t z f C t zτ τ pi τ pi τ− −+ +− = − − −    
1( , ) ( , )i l i lC t z C t z+= − +       (3-2-10) 
   (ただし 1( , ) ( , )i l i lA t A tτ τ+ ) 
(3-2-4)式より、(3-2-10)式は散乱体の振動変位量を表す。 
よって深さ lz にある散乱体の it 、 1it + 間の変位 ( , )i lt zξ∆ は 
 
,
( , ) '
i li l tt z τξ τ∆ =                           (3-2-11) 
 
となる。 
 
これより散乱体振動は 
 
 
0
,
0
( , ) ( , )
'
i
i
i
i l
i
t t
l i l i
t
t t
t i
t
t z t z dt
dtτ
ξ ξ
τ
=
=
=
=
= ∆
=
∫
∫
                        (3-2-12) 
 
となる。 
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３－３ 波数ベクトルによる伝播速度推定法の基本原理 
 
今、加振器を用いて生体表面から生体内に振動を励起することを考える。計測モデルの
断面図を Fig 3-3-1 に、上面図を Fig3-3-2 に示す。加振源を原点とし、加振源から N 種類の
周波数で加振した場合を考える。測定領域の微小区間において波は平面波で入射し、反射、
屈折はないものと仮定する。また、波はある周波数 vf に対して L 波伝播するとし、z 軸に対
する各伝播方向の天位角を lθ  ( 1, 2,..., )l L= 、方位角を lφ ( 1, 2... )l L= とする推定に用い
る領域の大きさを(開口長)を d、開口の中心を(X,Z,Y)とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-3-1 計測モデル断面図 
 
 
 
 
 
 
スキャン 
lθ
d
d
X
… 
加振器 トランスデューサ 
Z
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Fig.3-3-2 計測モデル上面図 
 
また、加振周波数 vf の第 l 波の振動による x 方向の波数 lxk ′ 、z 方向の波数 lzk′ 、y 方向の波
数 lyk ′ はそれぞれ 
 
sin sin
cos
sin cos
lx l l l
lz l l
ly l l l
k k
k k
k k
θ φ
θ
θ φ
′ =
′ =
′ =
                (3-3-1) 
ただし 
:l vk f l加振周波数 ,第 波の波数  
 
で表されるので式(3-3-1)より、ある測定点 ( , , )x z y での振動振幅 ( , , , )x z y tξ は次式で表さ
れる。 
 
1
1
( , ) cos{2 ( ' ' ' )}
cos{2 ( ' )}
L
l v lx lz ly l
l
L
l v l l
l
t f t k x k z k y
f t
ξ δ pi ϕ
δ pi ϕ
=
=
= − + + +
= − ⋅ +
∑
∑
p
k p
       (3-3-2) 
 
ただし 
 
:
:
' ( , , ) :
( , , ) :
:
v
l v
l lx lz ky v
l v
f
f l
k k k f l
x z y
f l
δ
ϕ
′ ′ ′=
=
k
p
　　　　　　　　　加振周波数
　　　　　　　　 加振周波数 ,第 波の振動振幅
　　 加振周波数 ,第 波の波数ベクトル
　　　　　測定位置の位置ベクトル
　　　　　　　 　加振周波数 ,第 波の初期位相
 
x
y
加振器 
トランスジューサー 
スキャン 
lφ … 
 17
である。また、計測時間T を加振周波数の整数倍とし、 ( , , , )x z y tξ を加振周波数帯域のみ
のフーリエ変換を行うことによって得られる複素振幅
^
( , )vfξ p は次式で表される。 
 
^
0
0
1
0
1
2( , ) ( , ) exp( 2 )
2
cos{2 ( ' )}exp( 2 )
1 [exp{ {2 ( ' )}} exp{ {2 ( ' )}]exp( 2 )
T
v v
LT
v l l v
l
LT
v l l v l l v
l
f t j f t dt
T
f t j f t dt
T
j f t j f t j f t dt
T
ξ ξ pi
pi ϕ pi
pi ϕ pi ϕ pi
=
=
= −
= − ⋅ + −
− ⋅ + + − − ⋅ + −
∫
∑∫
∑∫
p p
k p
k p k p　 =
         
1
exp{ ( ' )}
L
l l
l
j ϕ
=
= − ⋅ +∑ k p                                (3-3-3) 
 
また開口の中心位置の位置ベクトルを ( , , )X Z Y=P とし、複素変位
^
( , )vfξ p を x 方向、z 方
向、ｙ方向の 3 次元フーリエ変換を行うことにより、次式を得る。 
 
{ }^/ 2 / 2 / 23 / 2 / 2 / 2
1( , , ) ( , ) exp ( )Y d Z d X dv vY d Z d X dP f f j dxdzdyd ξ
− − +
− − −
= − ⋅∫ ∫ ∫k P p k p  
'' '
1
exp{ ( ' ) }sin sin sin
2 2 2
L
y lyx lx z lz
l l
l
k kk k k kj c d c d c dδ
=
 −   − −  
= −      
      
∑ k k P   (3-3-4) 
 
ただし 
 :d 開口長  
 
( , , )vP fk P は 'x lxk k= 、 'z lzk k= 、 'y lyk k= においてピークを持ち、その点から離れるに従
って sinc 関数的に振動しながら減衰していく。よって ( , , )vP fk P のピーク位置よりずり弾
性波の波数ベクトル 'lk が推定される。さらに開口長の中心座標 ( , , )X Y Z を移動させるこ
とにより、ずり弾性波の伝搬速度 ( , , )vv f lP は次式で表される。 
 
2( , , ) vv
l
f
v f l pi=
′
P
k
                        (3-3-5) 
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また方位角 ( , , )vf lφ P 、天位角 ( , , )vf lθ P は 
1 '( , , ) tan ( )
'
lx
v
ly
kf l
k
φ −=P                       (3-3-6) 
2 2
1 ' '( , , ) tan ( )
'
ly lx
l
lz
k kf l
k
θ −
+
=P                                 (3-3-7) 
となる。 
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３－4 信号処理 
 
（１） 信号処理のフロー 
 
以下に提案手法の処理手順を示す。 
 
（Ⅰ）ハードウェア 
① 低周波のずり弾性波を組織内部に励起する 
② 超音波パルスを送波し、RF 信号を得る 
③ 直交検波を行い、QI 信号を計算する 
④ A/D 変換した QI 信号を PC へ転送する 
（Ⅱ）ソフトウェア 
① QI 信号をサンプリング周波数 1GHz にアップサンプリングする 
② アップサンプリングされた QI 信号にそれぞれ位相が 90 度ずれたキャリア信号を乗
算 
③ 上記の信号を和算し、RF 信号を復元 
④ RF 相関により組織内の振動変位を計算 
⑤ 振動変位を加振周波数帯のフーリエ変換を行い、複素変位を得る 
⑥ 微小区間での２次元フーリエ変換を行う 
⑦ 波数ベクトルフィルタリングによる映像化 
ピークスペクトルからずり弾性波の伝搬方向、伝搬速度を推定 
 
（２） RF 信号の復元 
 変位測定を行うため QI 信号から RF 信号を復元する必要がある。 
数 MHz の QI 信号を 1GHz にアップサンプリングし、低域通過フィルターを用いて雑音を
低減する。アップサンプリングした後の QI 信号は(3-1-10)式、(3-1-12)式より 
 
04 ( )( , )( , ) cos( ')}
2 u
f tA tI t k z
c
pi ξτ
τ = − −  
04 ( )( , )( , ) sin{ '}
2 u
f tA tQ t k z
c
pi ξτ
τ = − −  
 
と表す。 
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I 信号にキャリア信号を乗算すると 
 
 
0
0
4 ( )( , )
''( , ) cos{ '}sin(2 )
2 u
f tA tI t k z f
c
pi ξτ
τ pi τ= − −          (3-4-1) 
 
となる。また、Q 信号に 90 度異なるキャリア信号を乗算すると 
 
0
0
4 ( )( , )
''( , ) sin{ '}cos(2 )
2 u
f tA tQ t k z f
c
pi ξτ
τ pi τ= − −          (3-4-2) 
 
となる。(3-5-1)と(3-5-2)の和は 
 
0
0
0
0
0
0
( , ) 2{ ''( ) ''( )}
4 ( )( , )2[ cos{ '}sin(2 )
2
4 ( )( , )
sin{ '}cos(2 )]
2
4 ( )( , ) sin{2 '}
est
u
u
u
y t I t Q t
f tA t k z f
c
f tA t k z f
c
f tA t f k z
c
τ
pi ξτ
pi τ
pi ξτ
pi τ
pi ξ
τ pi τ
= +
= − −
+ − −
= − −
 
0
2 ( )( , )sin{2 ( ) '}u
tA t f k z
c
ξ
τ pi τ= − −               (3-4-3) 
 
となり、(3-1-8)式より、RF 信号を復元できる。 
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３－５ 適応的変位推定法 
（１）超音波による微小変位推定で生じる誤差要因 
散乱体が一様に運動しない場合やサンプルボリューム内で散乱体が 3 次元的に変化してい
たりすると、散乱体の構造が変化し、送信超音波パルスごとに RF 信号の波形が変化してし
まう。そのため、波形の変化から変位を推定する RF 相関法による微小変位推定法では誤差
が生じてしまう。これを Fig.3-5-1 にまとめると以下のようになる。 
 
Fig.3-5-1 超音波による微小変位推定で生じる誤差 
 
よってサンプルボリューム内の散乱体が 3 次元的に変化する場合におけては適応的変位推
定法を提案する。誤差の大きな部分の推定をし、データ削除さらには線形補間を行うこと
で推定時における誤差の影響を低減させる。 
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（２）局所伝播速度による誤差推定 
局所伝播速度とは z-t 平面で見たときにある深さｚからｚ+1 まで与えた振動が伝播する微
小領域の速度である。今、z からｚ+１までの距離⊿ｚは 0.3mm であり、局所伝播速度は 
Fig.3-5-2 に示す。 
局所伝播速度は 
 
 
で求めることができる。 
 
Fig. 3-5-2 z-t 平面における局所伝播速度 
 
局所伝播速度は Fig. 3-5-2 における変位の傾きを示している。 
よって⊿t を求めることで局所伝播速度を求めることが可能である。 
 
この局所伝播速度は、波面が一様に伝播している場合においては一定の値となるはずであ
る。しかし、散乱体による変位推定の誤差の影響を受けているとこの伝播速度は一定にな
らない。よってこの局所伝播速度によって誤差の影響が大きい箇所の判断ができると考え
られる。 
一様寒天ファントムにおける推定した局所伝播速度の分布について Fig. 3-5-3 について示
す。 
 
 
 
z
v
t
=


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Fig. 3-5-3 一様ファントムに対して推定した局所伝播速度 
 
この結果は振動周波数 700Hz、また寒天ファントム 1.5％のものである。平均速度は
6.9m/sec であるが、実際には局所伝播速度でこれだけのばらつきがある。 
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つぎに⊿t の算出方法について説明をする。 
今、z-t 平面におけるある深さ z、z＋1 において Fig3-5-3 のような振動をしているとする。 
 
Fig. 3-5-2 ある深さｚにおける振動 
  
ここで 
 
 
 
 
これに         を積算して信号 Q、I を生成する。 
 
 
 
 
 
                               (3-5-1) 
 
 
また、I 信号は 
 
 
 
 
 
                               (3-5-2) 
 
1
( ) sin(2 )
( ) sin(2 )
: : : z z+1
z v b
z v b
v b
f t a f t
f t a f t
f
pi φ
pi φ φ
φ φ
+
= +
= + + ∆
∆加振周波数、 初期位相、 深さ から におけるの位相差
sin( ),cos( )b bt tω ω
0
0
0
sin( )sin( )
sin( )sin( )
(cos(2 ) cos( ))
2
cos( )
2
nT
z b b b
nT
b b b
nT
b b b
b
Q a t t dt
a t t dt
a
t dt
a
nT
ω φ ω
ω φ ω
ω φ φ
φ
= +
= +
−
= + −
=
∫
∫
∫
0
0
0
sin( )cos( )
sin( )sin( )
(sin(2 ) sin( ))
2
sin( )
2
nT
z b b b
nT
b b b
nT
b b b
b
I a t t dt
a t t dt
a
t dt
a
nT
ω φ ω
ω φ ω
ω φ φ
φ
= +
= +
= + −
=
∫
∫
∫
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よって       なので 
                               (3-5-3) 
                      
同様にして 
                               (3-5-4) 
 
 
ここで複素共役をとると 
 
 
 
  
                               (3-5-5) 
 
よって位相差⊿φは 
 
 
 
で求める事ができ、さらに位相差から時間差⊿t を以下のように求めることが出来る。 
 
 
                             (3-5-6) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

z zzQ Q jI= +
 | | exp( )bzQ Q jφ=

1 | | exp( ( ))bzQ Q j φ φ+ = +
*
1
1 1
2
( )( )
| | exp( ( )) | | exp( )
| | exp( )
Q Q Q
Q jI Q jI
Q j Q j
Q j
φ φ φ
φ
∆ =
= + −
= + ∆ −
= ∆


1 Im( )tan ( )
Re( )
Q
Qφ
−
∆∆ =
∆
b
b
t
t
φ ω
φ
ω
∆ = ∆
∆∆ =
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（３）異なる２つの周波数のずり弾性波を用いた適応的映像法 
超音波散乱体による影響は組織内の構造が複雑であるとさらに大きくなる。そこで組織内
の粘弾性特性の変化の影響を受けづらい十分に低い周波数を同時に励起させることを考え
る。この低周波振動を誤差推定波し、誤差の大きい箇所を推定していく。またを Fig. 3-5-3
にまとめて示す。 
 
Fig. 3-5-3 周波数の異なる 2 つのずり弾性波を用いた適応的映像法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
さらに直径 10 ㎜の弾性特性の異なる物体がある場合において各周波数で励起させた場合の
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FDTD 法によってシミュレーションを行ったので以下に示す。 
 
 
 
 
Fig. 3-5-4 FDTD 法シミュレーション条件 
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Fig. 3-5-５弾性特性の異なる物体がある場合でのシミュレーション結果 
 
加振周波数 500、700Hz の高い周波数のずり弾性波では物体の弾性係数による違いで波面
が乱れてしまっており、一様に伝播をしていないが、加振周波数 100、200Hz では物体の
弾性係数に関わらず、ほぼ一定に伝播していることが確認できる。 
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第４章  ハードウェアの構成 
 
４－1 ハードウェアの全体構成 
 
(1)ハードウェアの作成要求 
生体内においてずり弾性波を測定する際の問題点として、被験者自身の動きによる測定
位置のずれや測定者の手ぶれによるずれといった人為的な位置決め誤差に関する問題が挙
げられる。この問題を低減するためには計測をなるべく早く終わらせる必要がある。また
最適測定部位を探すためにも測定をすばやく終わらせてその結果を次の測定に反映させる
必要がある。そのため今回、リニアアクチュエーターで TR をスキャンさせながら測定する
こと、4 つの超音波振動子を 2 つずつ交互に切替えながら測定することでハードウェアの規
模を抑えながら 4 つの振動子で x 方向 40 mm の測定を約 4 秒で終わらせることの出来る装
置を作成したので以下にその概要と仕様を述べる。 
 
(2)ハードウェアの全体構成 
低周波励起部では、ファンクションジェネレータからの低周波信号をパワーアンプで増
幅後、加振器に印加する。また複数のファンクションジェネレータからの周波数の異なる
低周波信号を加算器で加算することにより、マルチスペクトラムでの測定が可能である。 
超音波計測部では、送波キャリア信号となる 5 MHz（4 バースト）の超音波パルスをデジ
タル信号として Field Programmable Gate Array (FPGA)により作成し、Digital-to-Analog (DA) 
変換後、パワーアンプで増幅し超音波振動子から送波する。組織内の超音波散乱体で反射
し、同一の超音波振動子で受信された超音波 RF 信号をプリアンプで増幅し、Band Pass 
Filter(BPF)でノイズ除去を行う。さらに、アナログ直交検波器を用い直交検波を行い、PC
内の Analog-to-Digital (AD)変換ボードにより、データを保存する。このとき、AD 変換のタ
イミング、検波器の基準信号は FPGA で制御する。 
本装置は送受信回路が 2 つあり、それぞれの出力部にリレー回路が設置されている。こ
のリレー回路をスイッチングすることにより、2 つの超音波振動子を交互に仕様することが
でき、計 4 つの超音波振動子の駆動が可能である。 
また、超音波の送波と同時にリニアアクチュエーターを駆動させることにより、3 次元測
定が可能である。TR の位置はリニアアクチュエーターのエンコーダーの出力を AD 変換す
ることによって得ることができる。リニアアクチュエーターの移動タイミング、超音波の
測定開始のタイミングは PC で制御する。 
Fig. 4-1-1、Fig. 4-1-2、Fig. 4-1-3 にそれぞれ装置のブロックダイアグラム、超音波計測用
装置の写真、計測装置のアナログ回路部の写真を示す。 
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Fig. 4-1-1 装置のブロックダイアグラム 
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Fig. 4-1-2 計測装置の写真 
 
 
 
Fig. 4-1-3 アナログ回路部の写真 
 
 
 
 
 
 
 32
計測装置の仕様を以下に示す。 
 
［ 計測装置の仕様 ］ 
・FPGA                ALTERA 社 Cyclone3 EP3C16 
・超音波用 ADC             コンテック社 AI-1204Z-PCI 
・超音波用 ADC 分解能          12 bit 
・エンコーダー用 ADC          テクノウェーブ社 USBM3069F 
・エンコーダー用 ADC 分解能            10 bit 
・基準クロック           FPGA        50 MHz 
         超音波用 ADC      5 MHz 
                    エンコーダー用 ADC  10 kHz 
・リニアアクチュエーターコントローラー SUS 社 XA-S4 
・リニアアクチュエーター        SUS 社 XA-50L-400 
・ファンクションジェネレータ   Tektronix 社 AFG3102 
・低周波用パワーアンプ     DENON 社 PMA-1500AE 
・加振器              エミック社 512-A 
・超音波振動子口径         5 mm 
・超音波中心周波数         5 MHz 
・超音波バースト長        4 サイクル 
・超音波パルス繰り返し周波数  10 kHz 
・超音波ビーム方向計測領域      5～40 mm 
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第５章  寒天ファントムを用いた実験による提案手法の評価 
 
本章では、寒天ファントムを用いた実験による提案手法の評価について示す。 
 
５－１ 寒天ファントム概要 
 
ファントムとしては、弾性特性が生体に近く、作り易いという点から、グラファイト粉
末を混入した寒天を用いる。寒天ファントムの作成法を以下に示す。 
 
① 水に所定の量の寒天粉末とグラファイト粉末を加えて沸騰するまで加熱する。 
② 沸騰したら、グラファイトが底に沈殿しないようにかき混ぜながら、約 40℃になるまで
ゆっくり冷却する。 
③ 約 40℃になったら、型に入れて、冷蔵庫で完全に固まるまで冷却する。 
 
なお、寒天の濃度を変えることで、ファントム内部の弾性率を変えることができる。 
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５－２ 実験方法 
 
まず、各実験に共通する実験条件および実験方法について以下に示す。 
 
［ 実験条件 ］ 
・加振器端でのパワー   250 W 
・計測時間    20 ms 
・計測領域  x 方向            15～35 mm 
            z 方向           10～40 mm 
・超音波振動子の走査間隔  0.25 mm 
・ファントム表面の振動源  直径 15 mm のプラスチック球 
 
 
［ 実験方法 ］ 
① 加振器先端に取り付けたプラスチック球をファントム表面で振動させ、ファントム内部
に振動を励起させる。 
② ファントム内部の振動を定常状態にする。 
③ 超音波パルスを送波し、ファントム内部の振動を計測する。 
 
上記①②③を超音波ビームと直交する一方向（横方向）に超音波振動子を走査して繰り返
し計測する。 
 
Fig. 5-1-1 に寒天ファントム実験の様子の写真を示す。 
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        Fig. 5-1-1 寒天ファントムでの実験の様子 
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５－２ 提案手法の評価 
次に、実験の目的、実験方法について以下に示す。 
 
実験方法 
直径 20 cm、深さ 13 cm の円柱型の一様カンテンファントムにおいて、ファントム表面の
１点を加振し、加振点から 15 mm 離れた位置から 35 mm だけ超音波振動子を走査して測定
する。この実験を寒天濃度が 1.5%、の寒天に対して行う。また振動周波数はプロービング
波として 500Hz、700Hz、誤差推定波として 100Hz、200Hz を用いて同時に励起した。実験
の概要図を Fig. 5-2-1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            Fig.5-2-1   実験の概要図 
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このときの寒天濃度 1.5％の一様寒天の伝播速度は以下のとおりである。 
 
  Fig.5-2-2   濃度 1.5％寒天ファントムの伝播速度推定結果 
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（１）誤差の評価方法について 
通常、実験結果から散乱体による影響で推定誤差を生じている事を判断することは難しい。
しかし今回の実験では一様寒天ファントムを用い、実験におけるずり弾性波の波面が一定
であるということを仮定する。波面が一定ならば、局所伝播速度は一定の値を持つはずで
ある。よって今回はプロービング波（高周波ずり弾性波）の局所伝播速度を求め、その大
きさで推定誤差と仮定することとする。 
 
 
（２）変位推定結果と局所伝播速度について 
Fig.5-2-3 に推定したｚ-ｘにおける位相マップを示す。 
 
Fig.5-2-3 推定したｚ－ｘの位相マップ 
 
Fig.5-2-3 を見ると波面が乱れているところがあるが確認できる。丸で囲んだ箇所（ｘ：13.2
ｍｍの箇所）について着目し、ｚ-ｔマップを表示する。これをＦig.5-2-4 に示す。 
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Fig.5-2-4 推定誤差と局所伝播速度 
 
Fig.5-2-4 を見ると波面の乱れているところが局所伝播速度の遅い箇所（変位の傾きが小さ
いところ）で誤差を生じていることがを分かる。よってプロービング波の局所伝播速度を
誤差の大きさとして見てよいということが言えると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 41
（３）プロービング波（700Hz）と誤差推定波（200Hz） 
700Hz と 200Hz の振動を同時に励起した。このときのｘ方向 13.2mm の地点の z-t 平面での
変位推定結果は以下のようになった。 
 
Fig.5-2-5 誤差推定波（200Hz）の変位推定結果 
 
 
Fig.5-2-6 プロービング波（700Hz）の変位推定結果 
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このときの局所伝播速度を求める。この結果を Fig.5-2-7 に示す。 
 
Fig.5-2-7 局所伝播速度のマップ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-2-7 を見ると局所伝播速度の低いところで、相関が高いことが期待できる。30m/sec 以
上のデータを除いて散布図を書くと Fig.5-2-8 のようになる。 
 
Fig.5-2-8 局所伝播速度の相関図 
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また、実験データ３つでの相関は以下のようになる。 
 
 
Fig.5-2-9 相関図（2） 
 
以上によりプロービング波（700Hz）と誤差推定波（200Hz）の周波数では伝播速度が正方
向のときに大きな相関がある。よって誤差推定波により推定した局所伝播速度により、適
応的映像法を適用すると以下のようになる。 
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Fig.5-2-10 誤差推定波で推定した局所伝播速度で適応的映像法を適用 
 
ここでは伝播速度のしきい値を 4m/sec とした。これは Fig.5-2-9 で局所伝播速度 4m./sec ま
ででも大きな相関があったためである。局所伝播速度が遅いところで位相が大きくずれて
おり、適応的変位推定法適用によりその箇所が削除できていることが分かる。 
 
さらにこれをすべての x 点に適応的変位推定法を適用して x-z 平面画像で示すと Fig.5-2-11 
のようになる。 
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Fig.5-2-11 適応的変位推定によるｚ－ｘマップ  
 
Fig.5-2-11 を見ると（２）で示した波面が乱れていた箇所のデータを抜き出すことができて
いることも確認できる。 
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（４）プロービング波（700Hz）と誤差推定波（100Hz） 
700Hz と 100Hz の振動を同時に励起した。このときのｘ方向 13.2mm の地点の z-t 平面での
変位推定結果は以下のようになった。 
 
Fig.5-2-12 誤差推定波（10Hz）の変位推定結果 
 
 
Fig.5-2-13 プロービング波（700Hz）の変位推定結果 
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このときの局所伝播速度を求める。この結果を Fig.5-2-14 に示す。またこの時の局所伝播速
度の相関を実験データ３つについて取ったものを Fig.5-2-14 に示す。 
 
Fig.5-2-14 局所伝播速度のマップ 
 
 
Fig.5-2-15 誤差推定波(100Hz)とプロービング波(700Hz)における相関図  
 
誤差推定波が 100Hz の場合では 200Hz の時と比べて相関値が小さくなっている。これは
100HZ の振動励起時に定在波の振動だった可能性がある。誤差推定波として用いるために
は定在波が起こっていないことが前提となる。 
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（５）誤差推定波の振幅の違いによる誤差 
誤差推定波の振動振幅を変えた場合でプロービング波の局所伝播速度との相関が変化する
かの確認を行った。その結果を Fig.5-2-11 に示す。 
 
 
Fig.5-2-15 誤差推定波の振動振幅が異なる時のプロービング波の相関  
 
 
結果を見ると、相関値はほぼ同じ値となった。よって誤差推定波として用いる振幅は選択
しないで用いる事が可能だと考えられる。 
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（６）異なるプロービング波(500Hz)での誤差推定波の相関 
プロービング波の周波数 500Hz、誤差推定波 200Hz でプロービング波が異なる場合での散
布図を以下に示す。 
 
Fig.5-2-16 プロービング波の周波数が異なる時の相関 
 
伝播速度が正の部分での相関は高いが、700Hz がプロービング波の時に比べ相関値が小さく
なった。これは周波数の差が小さいからだと考えられる。よって誤差推定波とプロービン
グ波の周波数の幅は約３倍必要ではないかと考えられる。 
 50
第 6 章  結論 
 
６－１ 結論 
 
本研究では、散乱体の構造の変化や 3 次元的な動きによって、変位推定誤差が生じる場合
において、その誤差が大きい箇所を推定するために、局所伝播速度による適応的変位推定
法を提案した。また、一様寒天ファントムを用いた実験を用いて提案手法の評価を行った。 
実験によって低周波振動を推定誤差波として局所伝播速度を求め、ｚ－ｘマップで位相が
乱れている箇所のデータを的確に抜き出せることを確認した。 
 
６－２今後の課題 
今回の適応的変位推定法は寒天ファントムのみで議論されていたので生体組織などの複雑
な組織においてどの程度有効なのかが検討が必要である。 
また、In-vivo 用のハードウェアを試作したが、まだ装置規模が大きいため、臨床用として
測定を行うことは難しい。そのため、改善を行い、臨床実験を行う事で信号処理の最適化
を進める。また、測定乳腺や前立腺ガンを測定する際、脂肪層が厚いため、上腕部以上の
減衰が考えられる。そのため、生体内部でずり弾性波を発生させる技術の導入が必要であ
る。 
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